
施策№19 子どもを産み育てやすい環境の充実

施策の目的

第２章 基本計画 政策４：ともに支えあう明るく元気な人づくり

対象 意図

妊婦、子ども、子育て世帯 安心して産み、育てられる

現状

本市には、公⽴幼稚園１箇所、幼保連携型認定こども園１箇所、私⽴保育所12箇所（分園含

む）、幼児学級１箇所、事業所内保育所２箇所が設置されており、⼊所率は80％を超え、待機児童

がいない状況となっています。

また、発達に課題のある⼦どもたちの療育を担う発達⽀援センターが１箇所、放課後等デイサー

ビス事業は、平成27年度から新たに１事業所が開所して２箇所、⼦育て⽀援センターが２箇所、児

童クラブは平成27年度から新たに１箇所開設して計13箇所、放課後子ども教室は４箇所設置されて

います。

市内には、出産を扱える産婦⼈科が１箇所、⼩児科は公⽴病院を含む２箇所に計４名の⼩児科医

います。

市内には、出産を扱える産婦⼈科が１箇所、⼩児科は公⽴病院を含む２箇所に計４名の⼩児科医

が常勤しています。

⼦育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、乳幼児医療費助成や⼦ども安⼼医療費助成、⼦ども

医療費資⾦貸付基⾦の創設、平成27年度からは第３⼦以降保育料無料化を実施しています。

また、子どもの健康を守るため、国の定期接種化に先だって、HIBワクチンや小児肺炎球菌ワク

チンの接種助成に取り組み、平成27年度からは、ロタウイルスの予防接種に係る経費の補助を実施

しています。

市には、妊娠期から18歳までの子どもとその保護者を対象とした相談機関であるトータルサポー市には、妊娠期から18歳までの子どもとその保護者を対象とした相談機関であるトータルサポー

トセンタ―が設置されており、児童虐待等の支援も実施しています。

市⺠意識調査によると、「⼦どもを産みやすい環境が整っている」と答えた20歳から49歳までの

⼥性の割合は、前回の39.5%から45.3%に上昇しており、産婦人科の維持や小児科医の増員などの

効果がみられます。

今後の状況変化

・ ⼦ども・⼦育て⽀援法をはじめとする、「⼦ども・⼦育て⽀援新制度」が平成27年度から実施

され、幼保連携型認定こども園※の設置や、市町村が主体となり子育てを支援する「子ども・子

育て支援事業計画」が策定されました。

・ 少⼦化対策が国の重要な施策となり、「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」の策定も含めて、

今後も国・県の動向を注視する必要があります。

課題課題

・ 産婦⼈科や⼩児科など、現在の医療体制を維持する必要があります。

・ ⼦育て不安解消のための相談体制の充実や、⼦育て中の⼈たちが集える場を確保する必要があ

ります。

・ 子育て支援サービスや保育サービスなど、ニーズにあったサービスを提供するとともに、子育

てに関する情報発信を⾏う必要があります。

・ 身近な地域で安心して⼦育てを⾏えるよう、⼦育て⽀援拠点の充実を図る必要があります。・ 身近な地域で安心して⼦育てを⾏えるよう、⼦育て⽀援拠点の充実を図る必要があります。

・ 保育所や幼稚園にかかる費⽤の助成や医療費の助成、国の制度による各種⼿当ての⽀給など、

経済的⽀援を継続して⾏う必要があります。

・ 受益者負担の考えに基づき、適正な料⾦を徴収する必要があります。

・ 市の実施している子育てに関する取組みを、広く周知する必要があります。
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〜施策の⽅針〜

⾝近な地域で出産、育児が⾏えるよう、関係機関と連携して、産婦⼈科医・⼩児科医の維持確

保に努めます。また、保健・医療機関・福祉のネットワーク化や⼦育て⽀援事業の充実を図りま

す。

第２章 基本計画 政策４：ともに支えあう明るく元気な人づくり

目的の達成度をあらわす指標とその目標値

成果指標
平成21年度実績値

平成26年度現状値
平成32年度目標値

（）は成り⾏き値平成27年度目標値 （）は成り⾏き値平成27年度目標値

Ａ

「子どもを産みやすい環境が

整っている」と答えた20〜49

歳の⼥性の割合【市⺠意識調

査】

39.5％

45.3％
48.4％

（45.3％）
43.0％

Ｂ

「子育てしやすい環境が整って

いる」と思っている市⺠の割合
59.1％

50.4％
70.0％

（50.4％）
Ｂ いる」と思っている市⺠の割合

【市⺠意識調査】

50.4％
（50.4％）

70.0％

C

⼦育てに関する不安や負担を感

じている⼦育て中の市⺠の割合

【市⺠意識調査】

69.3％

67.2％
59.0％

（67.2％）
59.0％

目標設定の考え方目標設定の考え方

Ａ ：子どもを産みやすい環境が整っていると答えた20〜49歳の⼥性の割合は、平成27年度の目標

値であった43.0%に対し、平成26年度に45.3%の実績となり、一定の成果は上がっていると考

えられます。平成32年度における成り⾏き値は、平成26年度⽔準で推移すると⾒込みます。目

標値は、引き続き、産婦人科や小児科の確保に努め安心感を提供することにより、20〜49歳の

なかで数値の高い30〜39歳の実績値である48.4%をめざします。

Ｂ ：⼦育てしやすい環境が整っていると思っている市⺠の割合は、平成26年度の実績値が50.4％Ｂ ：⼦育てしやすい環境が整っていると思っている市⺠の割合は、平成26年度の実績値が50.4％

であり、平成21年度の実績値59.1％より低下しています。特に、子育て世代である20〜39歳

の実績が低く、施策の効果をあまり感じていない状況にあると思われます。今後も、平成26年

度の⽔準で推移することが予想されるため、平成32年度における成り⾏き値は50.4％と⾒込み

ます。目標値は、保護者の身近なところで支援できる子育て支援センターの整備と活動の充実、

働く保護者の保育サービスの充実、積極的な子育て情報の提供や情報発信を実施することによ

り、70.0％をめざします。

C ：⼦育てに関する不安や負担を感じている⼦育て中の市⺠の割合は、平成26年度の実績値が

67.2％であり、平成27年度の目標値である59.0%には届かないものの減少傾向にあります。今

後も、平成26年度⽔準で推移すると予想し、平成32年度における成り⾏き値は67.2％と⾒込み

ます。目標値は、市⺠アンケートによると、医療機関や働く世代の職場が不⾜しているという

意⾒が多いため、引き続き、医療機関や医師の確保に努めるとともに、雇⽤の場の確保や経済

的負担の軽減にも取り組み、59.0%をめざします。

目標達成に向けた基本的な取組み

・ 産婦⼈科のサポートや医師確保のため、医師会や県・⼤学病院等と連携し医療体制の維持に努

めます。
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・ ⾝近な所で相談・⽀援できる⼦育て⽀援センターの機能強化として、総合交流拠点施設（旧⼤

⼝南中学校）の活⽤により、⼦育てに不安を感じる保護者を地域全体で⽀援するため、多世代交

流や地域交流の体制づくりに取り組みます。

・ 「子ども・子育て支援事業計画」に沿った、教育・保育給付や地域子育て支援事業を実施し、

安心して子育てできる環境整備に努めます。

第２章 基本計画 政策４：ともに支えあう明るく元気な人づくり

協働による市⺠と⾏政の役割分担

安心して子育てできる環境整備に努めます。

・ ⼦育て中の保護者に対し、医療費の助成や予防接種の助成など子育ての経済的負担の軽減を継

続して⾏います。

・ 市で取り組んでいる⼦育てに関する施策の情報発信に努め、広く市⺠に周知します。

市⺠（住⺠、事業所、地域、団体等）の役割 ⾏政の役割

‣ 保護者は、保護者としての自覚と責任を

もって⼦育てを⾏います。

‣ 事業所等は、⼦育てと仕事の両⽴ができる

ような支援体制を図ります。

‣ 地域や各種団体は、ボランティア活動など

により⼦どもを⾒守ります。

‣ 安全安心に妊娠、出産、育児できる環境づ

くりに努めます。

‣ 保育所、学童クラブや地域子育て支援事業

など子育て支援サービスを提供します。

‣ 子育て支援センターやトータルサポートセ

ンターの相談機能の充実を図ります。により⼦どもを⾒守ります。 ンターの相談機能の充実を図ります。

‣ 妊娠・出産や子育てに関する情報提供に努

めます。

‣ 子育て家庭の負担軽減を図ります。

まちづくりの横断的課題 〜安全安⼼・定住の推進〜との連携

市⺠が安⼼して⽣活できるためには、⾝近な地域で出産、育児のできる環境を整備することが重

要です。また、⼦育てに不安を感じる保護者を地域全体で⽀援することで、安⼼感が⾼まり、その

ような住⺠が増えることが「定住」につながります。このための取組みとして、産婦⼈科や⼩児科

などの医療体制の維持や⼦育てに関する取組みを広く周知することが重点となります。

【子どもを産みやすい環境が整っていると答えた20〜49歳の⼥性の割合（％）】

9.9 

5.0 

35.4 

34.5 

16.0 

12.6 

18.8 

13.8 

19.9 

34.1 

平成26年度

平成21年度

【子どもを産みやすい環境が整っていると答えた20〜49歳の⼥性の割合（％）】

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0 

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない

そう思わない なんともいえない
資料：伊佐市（市⺠意識調査）
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幼保連携型認定子ども園：幼稚園的機能と保育所的機能の両方を合わせて持つ単一の施設で、小学校就学前の子供の教育・保育・子育て

支援を一体的に提供する施設。


